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被爆五十八年目を迎えた「原爆の日」の平和記念式において、秋葉忠利広

島市長は、米国の核政策によって核不拡散条約体制が崩壊の危機に頻してい

ること、及び国連憲章や日本国憲法さえ存在しないかのような言動が世を覆

っていることに強い危機感を表明し、「力の支配」ではなく「法の支配」の

実現を訴えた。 

「法の支配」とは英国において、国王という権威者の支配（「人の支配」）

に対する国民議会や裁判所の優位を説く思想として発生したと言われてい

る。国王といえども国民議会の作る法とそれを司る裁判所の判断に従わなけ

ればならないという思想である。この思想がその後、英国の「国会主権主義」

となり、米国の「司法権の優越」を導き出した。イラク戦争を引き起こした

米英両国が、この思想を受け継いでいる典型的な国であるのは実に皮肉であ

る。 

民主主義国家においては法律や国家の重要な事項は全て国民が選んだ議

員で構成される国会で議決され、国民はその決定に服さなければならない。

国連でも、議決された事柄について加盟国はこれを守る義務がある。秋葉市

長は、当然ともいえる「法の支配」さえ「力の支配」によって踏みにじられ

ている現実に強い危機感を訴えたのである。しかし、この思想を突き詰める

と、「悪法も法なり」として、これに服すことを求められるのかこのテーマ

は古くから議論され近くは、合法的に政権の座に就いた後のナチス政権下で

の法に対する服従義務の問題として議論されてきた。 

終戦の日を迎え、国民一人一人が国会と政府を監視することにより、この

テーマに悩む事態が来ないことを願いつつ「法の支配」について考えてみた。 
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